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(57)【要約】
【課題】ドメインスイッチング素子及びその製造方法を
提供する。
【解決手段】ドメインスイッチング素子は、チャネル領
域と、チャネル領域に連結されたソース及びドレインと
、チャネル領域と離隔されるように配置されたゲート電
極と、チャネル領域とゲート電極との間に配置された反
強誘電層と、ゲート電極と反強誘電層との間に、伝導層
と接するように配置された伝導層と、反強誘電層とチャ
ネル領域との間に配置されたバリア層と、を含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　チャネル領域と、
　前記チャネル領域に連結されたソース及びドレインと、
　前記チャネル領域と離隔されるように配置されたゲート電極と、
　前記チャネル領域と前記ゲート電極との間に配置された反強誘電層と、
　前記ゲート電極と前記反強誘電層との間に、前記反強誘電層と接するように配置された
伝導層と、
　前記反強誘電層と前記チャネル領域との間に配置されたバリア層と、を含む、ドメイン
スイッチング素子。
【請求項２】
　前記反強誘電層は、前記伝導層と隣接した少なくとも一部領域が結晶化された、請求項
１に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項３】
　前記反強誘電層は、前記伝導層との界面領域において、ＺｒＯの比率が５０％以上であ
る、請求項１または２に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項４】
　前記伝導層は、面抵抗が１ＭΩ／ｓｑｕａｒｅより小さい物質からなる、請求項１から
３のいずれか一項に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項５】
　前記伝導層の熱膨脹係数は、前記反強誘電層の熱膨脹係数より小さい、請求項１から４
のいずれか一項に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項６】
　前記伝導層の熱膨脹係数は、Ｍｏの熱膨脹係数より大きい、請求項５に記載のドメイン
スイッチング素子。
【請求項７】
　前記伝導層は、窒化金属、酸窒化金属、ＲｕＯ、ＭｏＯまたはＷＯを含む、請求項１か
ら６のいずれか一項に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項８】
　前記バリア層は、前記反強誘電層の降伏電圧より大きい降伏電圧を有する、請求項１か
ら７のいずれか一項に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項９】
　前記バリア層は、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＬａＯ、ＹＯ、ＭｇＯのうち少な
くとも一つを含むか、あるいはＳｉＯ、ＡｌＯ、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＬａＯ、ＹＯ、ＭｇＯ
のうちいずれか一つにドーパントがドーピングされた物質、または二次元絶縁体を含む、
請求項１から８のいずれか一項に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項１０】
　前記バリア層と前記チャネル領域との間に配置された誘電体層をさらに含む、請求項１
から９のいずれか一項に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項１１】
　前記誘電体層は、前記バリア層と異なる物質からなる、請求項１０に記載のドメインス
イッチング素子。
【請求項１２】
　前記バリア層の誘電定数が前記誘電体層の誘電定数より大きい、請求項１０または１１
に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項１３】
　前記誘電体層は、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＨｆＯ、ＺｒＯ、または二次元絶縁体を含む、請求
項１０から１２のいずれか一項に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項１４】
　前記反強誘電層は、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＣｅＯ、ＹＯ及びＬａＯのうち
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少なくとも一つを含む、請求項１から１３のいずれか一項に記載のドメインスイッチング
素子。
【請求項１５】
　前記反強誘電層は、ドーパントをさらに含み、
　前記ドーパントは、Ｓｉ、Ａｌ、Ｚｒ、Ｙ、Ｌａ、Ｇｄ、Ｓｒ、Ｈｆ、Ｃｅのうち少な
くとも一つを含む、請求項１４に記載のドメインスイッチング素子。
【請求項１６】
　前記チャネル領域は、Ｓｉ、Ｇｅ、ＳｉＧｅ、ＩＩＩ－Ｖ族半導体、酸化物半導体、窒
化物半導体、酸窒化物半導体、二次元物質、量子ドット、遷移金属ジカルコゲナイド及び
有機半導体のうち少なくとも一つを含む、請求項１から１５のいずれか一項に記載のドメ
インスイッチング素子。
【請求項１７】
　チャネル領域を含む基板を設ける段階と、
　前記チャネル領域上に、バリア層、ドメインスイッチング層及び伝導層を含む積層構造
を形成する段階と、
　前記積層構造上に電極物質層を形成する段階と、
　前記ドメインスイッチング層に反強誘電性を誘導する段階と、を含む、ドメインスイッ
チング素子製造方法。
【請求項１８】
　前記ドメインスイッチング層は、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＣｅＯ、ＹＯ、Ｌ
ａＯのうち少なくとも一つを含む、請求項１７に記載のドメインスイッチング素子製造方
法。
【請求項１９】
　前記伝導層は、窒化金属、酸窒化金属、ＲｕＯ、ＭｏＯまたはＷＯを含む、請求項１７
または１８に記載のドメインスイッチング素子製造方法。
【請求項２０】
　前記誘導する段階は、
　前記伝導層と隣接した前記ドメインスイッチング層の少なくとも一部領域を結晶化する
段階を含む、請求項１７から１９のいずれか一項に記載のドメインスイッチング素子製造
方法。
【請求項２１】
　前記誘導する段階は、
　前記伝導層により、前記ドメインスイッチング層に引張り応力が印加されるようにする
段階を含む、請求項１７から２０のいずれか一項に記載のドメインスイッチング素子製造
方法。
【請求項２２】
　前記誘導する段階は、
　前記積層構造を熱処理する段階を含む、請求項１７から２１のいずれか一項に記載のド
メインスイッチング素子製造方法。
【請求項２３】
　前記熱処理する段階は、
　前記積層構造を形成する段階後、前記電極物質層を形成する以前に行われ、及び／また
は
　前記電極物質層を形成する段階後に行われる、請求項２２に記載のドメインスイッチン
グ素子製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ドメインスイッチング素子及びその製造方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　既存シリコン基盤のトランジスタは、動作特性の改善及びスケールダウン（ｓｃａｌｉ
ｎｇ　ｄｏｗｎ）に限界がある。
【０００３】
　ナノ製造技術の発達により、トランジスタ素子の大きさをさらに小さく製造することが
可能になっているが、トランジスタ稼動に必要な最小限の電圧は、電子のボルツマン分布
（Ｂｏｌｔｚｍａｎｎ　ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ）によって限界がある。例えば、既存
シリコン基盤のトランジスタにおいて、動作電圧と動作電流の特性を測定すれば、サブス
レショルドスイング（ＳＳ：ｓｕｂｔｈｒｅｓｈｏｌｄ　ｓｗｉｎｇ）値は、下記数式１
のように与えられるが、該ＳＳ値は、約６０ｍＶ／ｄｅｃが限界であると知られている。
【０００４】
【数１】

【０００５】
　ここで、ｋＢは、ボルツマン定数（Ｂｏｌｔｚｍａｎｎ　ｃｏｎｓｔａｎｔ）であり、
Ｔは、絶対温度（ａｂｓｏｌｕｔｅ　ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ）であり、ｑは、基本電荷
（ｅｌｅｍｅｎｔａｒｙ　ｃｈａｒｇｅ）であり、ＣＤは、空乏層（ｄｅｐｌｅｔｉｏｎ
　ｌａｙｅｒ）のキャパシタンスであり、Ｃｉｎｓは、ゲート絶縁体（ｇａｔｅ　ｉｎｓ
ｕｌａｔｏｒ）のキャパシタンスである。
【０００６】
　トランジスタのサイズが小さくなるにつれ、動作電圧を約０．８Ｖ以下に下げ難い要因
により、パワー密度（ｐｏｗｅｒ　ｄｅｎｓｉｔｙ）は、増大することになる。従って、
素子の分布密度を高める場合、発熱による故障の原因になり、素子のスケールダウンに限
界がある。
【０００７】
　サブスレショルドスイング（ＳＳ）のような動作特性を改善することができ、スケール
ダウンに有利であり、制御効率を高めることができる素子の開発が要求される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明が解決しようとする課題は、動作電圧が低いドメインスイッチング素子及びその
製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　一類型によれば、チャネル領域と、前記チャネル領域に連結されたソース及びドレイン
と、前記チャネル領域と離隔されるように配置されたゲート電極と、前記チャネル領域と
前記ゲート電極との間に配置された反強誘電（ａｎｔｉ－ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ）
層と、前記ゲート電極と前記反強誘電層との間に、前記反強誘電層と接するように配置さ
れた伝導層と、前記反強誘電層と前記チャネル領域との間に配置されたバリア層と、を含
むドメインスイッチング素子が提供される。
【００１０】
　前記反強誘電層は、前記伝導層と隣接した少なくとも一部領域が結晶化され得る。
　前記反強誘電層は、前記伝導層との界面領域において、ＺｒＯの比率が５０％以上でも
ある。
【００１１】
　前記伝導層は、面抵抗が１ＭΩ／ｓｑｕａｒｅより小さい物質によってもなる。
　前記伝導層の熱膨脹係数は、前記反強誘電層の熱膨脹係数よりも小さい。
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　前記伝導層の熱膨脹係数は、Ｍｏの熱膨脹係数よりも大きくなる。
【００１２】
　前記伝導層は、窒化金属（ｍｅｔａｌ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、酸窒化金属（ｍｅｔａｌ　
ｏｘｙｎｉｔｒｉｄｅ）、ＲｕＯ、ＭｏＯまたはＷＯを含んでもよい。
【００１３】
　前記バリア層は、前記反強誘電層の降伏電圧（ｂｒｅａｋｄｏｗｎ　ｖｏｌｔａｇｅ）
より大きい降伏電圧を有することができる。
【００１４】
　前記バリア層は、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＬａＯ、ＹＯ、ＭｇＯのうちいず
れか一つを含むか、あるいはＳｉＯ、ＡｌＯ、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＬａＯ、ＹＯ、ＭｇＯの
中でいずれか一つにドーパントがドーピングされた物質、または二次元絶縁体（２Ｄ　ｉ
ｎｓｕｌａｔｏｒ）を含んでもよい。
【００１５】
　前記ドメインスイッチング素子は、前記バリア層と前記チャネル領域との間に配置され
た誘電体層をさらに含んでもよい。
【００１６】
　前記誘電体層は、前記バリア層と異なる物質によってもなる。
　前記バリア層の誘電定数が前記誘電体層の誘電定数よりも大きくなる。
【００１７】
　前記誘電体層は、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＨｆＯ、ＺｒＯ、または二次元絶縁体を含んでもよ
い。
【００１８】
　前記反強誘電層は、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＣｅＯ、ＹＯ、ＬａＯのうち少
なくとも一つを含んでもよい。
【００１９】
　前記反強誘電層は、ドーパントをさらに含んでもよく、前記ドーパントは、Ｓｉ、Ａｌ
、Ｚｒ、Ｙ、Ｌａ、Ｇｄ、Ｓｒ、Ｈｆ及びＣｅのうち少なくとも一つを含んでもよい。
【００２０】
　前記チャネル領域は、Ｓｉ、Ｇｅ、ＳｉＧｅ、ＩＩＩ－Ｖ族半導体、酸化物半導体、窒
化物半導体、酸窒化物半導体、二次元物質（２Ｄ　ｍａｔｅｒｉａｌ）、量子点、遷移金
属ジカルコゲナイド及び有機半導体のうち少なくとも一つを含んでもよい。
【００２１】
　また、一類型によれば、チャネル領域を含む基板を設ける段階と、前記チャネル領域上
に、バリア層、ドメインスイッチング層及び伝導層を含む積層構造を形成する段階と、前
記積層構造上に電極物質層を形成する段階と、前記ドメインスイッチング層に反強誘電性
（ａｎｔｉ－ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃｉｔｙ）を誘導する段階と、を含む、ドメイン
スイッチング素子製造方法が提供される。
【００２２】
　前記ドメインスイッチング層は、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＣｅＯ、ＹＯ、Ｌ
ａＯのうち少なくとも一つを含んでもよい。
【００２３】
　前記伝導層は、窒化金属、酸窒化金属、ＲｕＯ、ＭｏＯまたはＷＯを含んでもよい。
　前記誘導する段階は、前記伝導層と隣接した前記ドメインスイッチング層の少なくとも
一部領域を結晶化する段階を含んでもよい。
【００２４】
　前記誘導する段階は、前記伝導層により、前記ドメインスイッチング層に引張り応力（
ｔｅｎｓｉｌｅ　ｓｔｒｅｓｓ）が印加されるようにする段階を含んでもよい。
【００２５】
　前記誘導する段階は、前記積層構造を熱処理（ａｎｎｅａｌｉｎｇ）する段階を含んで
もよい。
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【００２６】
　前記熱処理する段階は、前記積層構造を形成する段階後、前記電極物質層を形成する以
前に行われ、かつ／または前記電極物質層を形成する段階後にも行われる。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、反強誘電性を活用し、ヒステリシスがないネガティブキャパシタンス
効果を示すドメインスイッチング素子を具現することができる。
【００２８】
　本発明によれば、ドメインスイッチング層と、隣接した伝導層との界面ストレイン調節
を介し、ドメインスイッチング内に反強誘電相（ａｎｔｉ－ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ
　ｐｈａｓｅ）を具現することができる。
【００２９】
　本発明によれば、ドメインスイッチング素子は、ロジックトランジスタにも活用され、
多様な電子素子／装置／回路／システムを具現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】一実施形態によるドメインスイッチング素子の概略的な構造を示す断面図である
。
【図２】比較例によるドメインスイッチング素子の概略的な構造を示す断面図である。
【図３Ａ】比較例によるドメインスイッチング素子に採用される強誘電性物質の電荷とエ
ネルギーとの関係を概念的に示すグラフである。
【図３Ｂ】比較例によるドメインスイッチング素子に採用される強誘電性物質の電場と分
極との関係を概念的に示すグラフである。
【図４Ａ】一実施形態によるドメインスイッチング素子に採用される反強誘電性物質の電
荷とエネルギーとの関係を概念的に示すグラフである。
【図４Ｂ】一実施形態によるドメインスイッチング素子に採用される反強誘電性物質の電
場と分極との関係を概念的に示すグラフである。
【図５】ＨｆＺｒＯが、隣接物質層との界面ストレイン関係により、それぞれ強誘電性、
反強誘電性を示すことができることを実験的に確認したグラフである。
【図６】ＨｆＺｒＯが、隣接物質層との界面ストレイン関係により、それぞれ強誘電性、
反強誘電性を示すことができることを実験的に確認したグラフである。
【図７】他の実施形態によるドメインスイッチング素子の概略的な構造を示す断面図であ
る。
【図８Ａ】一実施形態によるドメインスイッチング素子製造方法について説明する図面で
ある。
【図８Ｂ】一実施形態によるドメインスイッチング素子製造方法について説明する図面で
ある。
【図８Ｃ】一実施形態によるドメインスイッチング素子製造方法について説明する図面で
ある。
【図８Ｄ】一実施形態によるドメインスイッチング素子製造方法について説明する図面で
ある。
【図８Ｅ】一実施形態によるドメインスイッチング素子製造方法について説明する図面で
ある。
【図８Ｆ】一実施形態によるドメインスイッチング素子製造方法について説明する図面で
ある。
【図８Ｇ】一実施形態によるドメインスイッチング素子製造方法について説明する図面で
ある。
【図９】一実施形態による電子素子のアーキテクチャを概略的に示す概念図である。
【図１０】他の実施形態による電子素子のアーキテクチャを概略的に示す概念図である。
【発明を実施するための形態】
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【００３１】
　以下、添付図面を参照し、本実施形態について詳細に説明する。説明される実施形態は
、ただ例示的なものに過ぎず、そのような実施形態から多様な変形が可能である。以下の
図面において、同一参照符号は、同一構成要素を指し、図面上において、各構成要素の大
きさは、説明の明瞭さと便宜さとのために誇張されてもいる。
【００３２】
　以下において、「上部」や「上」と記載されたところは、接触して真上にあるものだけ
ではなく、非接触で上にあるものを含んでもよい。
【００３３】
　第１、第２のような用語は、多様な構成要素についての説明に使用されうるが、１つの
構成要素を他の構成要素から区別する目的のためのみに使用される。そのような用語は、
構成要素の物質または構造が異なるということを限定するものではない。
【００３４】
　単数の表現は、文脈上明白に異なって意味しない限り、複数の表現を含む。また、ある
部分がある構成要素を「含む」とするとき、それは、特別に反対となる記載がない限り、
他の構成要素を除くものではなく、他の構成要素をさらに含んでもよいということを意味
する。
【００３５】
　また、明細書に記載された「…部」、「モジュール」というような用語は、少なくとも
１つの機能や動作を処理する単位を意味し、それは、ハードウェアまたはソフトウェアに
よって具現されるか、ハードウェアとソフトウェアとの結合によっても具現される。
【００３６】
　「前記」の用語、及びそれと類似した指示用語の使用は、単数及び複数のいずれにも該
当するものである。
【００３７】
　方法を構成する段階は、説明された順に行わなければならないという明白な言及がなけ
れば、適切な順序によって行われる。また、全ての例示的な用語（例えば、など）の使用
は、単に技術的思想を詳細に説明するためのものであり、特許請求の範囲によって限定さ
れない以上、そのような用語により、権利範囲が限定されるものではない。
【００３８】
　図１は、一実施形態によるドメインスイッチング素子の概略的な構造を示す断面図であ
る。
【００３９】
　図１を参照すれば、ドメインスイッチング素子１００は、チャネル領域ＣＨ、チャネル
領域ＣＨと連結されたソースＳＲ及びドレインＤＲ、チャネル領域ＣＨと離隔されるよう
に配置されたゲート電極ＧＡ、ゲート電極ＧＡとチャネル領域ＣＨとの間に配置された、
伝導層１５０、反強誘電（ａｎｔｉ－ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ）層１４０及びバリア
層１３０を含む。
【００４０】
　ソースＳＲ及びドレインＤＲは、チャネル領域ＣＨの両側に電気的に連結、接触されう
る。チャネル領域ＣＨ、ソースＳＲ、ドレインＤＲは、所定の基板１１０内にも具備され
る。
【００４１】
　基板１１０上の互いに離隔された２つの領域に不純物を注入し、ソースＳＲ及びドレイ
ンＤＲを形成することができ、ソースＳＲとドレインＤＲとの間の基板１１０領域が、チ
ャネル領域ＣＨとも定義される。基板１１０は、例えば、Ｓｉ基板でもあり、Ｓｉ以外に
他の物質、例えば、Ｇｅ、ＳｉＧｅ、ＩＩＩ－Ｖ族半導体などを含む基板でもある。その
場合、チャネル領域ＣＨは、Ｓｉ、Ｇｅ、ＳｉＧｅまたはＩＩＩ－Ｖ族半導体を含んでも
よい。基板１１０物質は、前述のものに限定されるのではなく、多様に変化される。また
、チャネル領域ＣＨは、基板１１０の一部ではなく、基板１１０と別個の物質層にも形成
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される。チャネル領域ＣＨの物質は、酸化物半導体、窒化物半導体、酸窒化物半導体、二
次元物質（２Ｄ（ｔｗｏ－ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ）　ｍａｔｅｒｉａｌ）、遷移金属ジ
カルコゲナイド（ＴＭＤ）、量子ドット及び有機半導体のうち少なくとも一つを含んでも
よい。前記酸化物半導体は、例えば、ＩｎＧａＺｎＯなどを含んでもよく、前記二次元物
質は、例えば、遷移金属ジカルコゲナイドやグラフェンを含んでもよく、前記量子ドット
は、コロイダル量子ドット（ｃｏｌｌｏｉｄａｌ　ＱＤ）、ナノ結晶構造などを含んでも
よいが、それらは、例示的なものであり、それらに限定されるものではない。
【００４２】
　チャネル領域ＣＨと対向し、それに離隔されるようにゲート電極ＧＡが配置され、チャ
ネル領域ＣＨとゲート電極ＧＡとの間に、ドメインスイッチング層である反強誘電層１４
０が具備されてもよい。
【００４３】
　ゲート電極ＧＡは、Ｐｔ、Ｒｕ、Ａｕ、Ａｇ、Ｍｏ、Ａｌ、Ｗ、Ｃｕのうちいずれか一
つ、合金、導電性金属酸化物または導電性金属窒化物を含んでもよい。
【００４４】
　反強誘電層１４０は、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＣｅＯ、ＹＯ、ＬａＯのうち
少なくとも一つを含んでもよく、さらに、その上に、Ｓｉ、Ａｌ、Ｚｒ、Ｙ、Ｌａ、Ｇｄ
、Ｓｒ、Ｈｆ、Ｃｅのようなドーパントを含んでもよい。例示された物質は、結晶相（ｃ
ｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ　ｐｈａｓｅ）、及び／または隣接層との界面でのストレス状態に
より、強誘電性（ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃｉｔｙ）または反強誘電性（ａｎｔｉ－ｆ
ｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃｉｔｙ）を示す物質である。一実施形態によるドメインスイッ
チング素子１００においては、前記物質が反強誘電性を示すように、界面ストレスが調節
された状態であり、反強誘電層１４０をなしている。
【００４５】
　例えば、ＨｆＯ系の強誘電特性は、物質の結晶相によるものであり、正方相（ｔｅｔｒ
ａｇｏｎａｌ　ｐｈａｓｅ）においては、反強誘電性の特性が、単斜相（ｏｒｔｈｏｒｈ
ｏｍｂｉｃ　ｐｈａｓｅ）においては、強誘電性（ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ）特性が
示されると知られている。従って、非晶質ＨｆＯ薄膜を蒸着した後、熱処理及びストレス
制御を介し、反強誘電性を有するようにすることができる。
【００４６】
　反強誘電性について、強誘電性と比較して説明すれば、次の通りである。
　強誘電性の物質は、結晶化された物質構造において、単位セル（ｕｎｉｔ　ｃｅｌｌ）
内の電荷分布が、非中心対称（ｎｏｎ－ｃｅｎｔｒｏｓｙｍｍｅｔｒｉｃ）であり、自発
的な電気双極子（ｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｄｉｐｏｌｅ）、すなわち、自発分極（ｓｐｏｎｔ
ａｎｅｏｕｓ　ｐｏｌａｒｉｚａｔｉｏｎ）を有する。強誘電性の物質は、外部電場がな
い状態においても、電気双極子による残留分極（ｒｅｍｎａｎｔ　ｐｏｌａｒｉｚａｔｉ
ｏｎ）を有し、同時に、外部電場により、分極の方向がドメイン単位に反転（ｓｗｉｔｃ
ｈｉｎｇ）されもする。
【００４７】
　反強誘電性の物質は、電気双極子が配列された強誘電ドメイン（ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔ
ｒｉｃ　ｄｏｍａｉｎ）を含むが、外部電場が印加されていない状態において残留分極は
、０、または０に近い値を示す。言い換えれば、反強誘電性の物質は、印加される電場が
ない状態において、理想的に、分極方向が互いに反対である電気双極子の比率が同じであ
り、残留分極は、０に近いか、あるいは０を示すようになる。反強誘電性の物質は、外部
電場が印加されるとき、分極の方向がスイッチングされうる。
【００４８】
　反強誘電層１４０は、外部電場による分極変化において、実質的に非履歴（ｎｏｎ－ｈ
ｙｓｔｅｒｅｓｉｓ）挙動特性を有することができる。言い換えれば、反強誘電層１４０
は、ドメインスイッチング動作時、ヒステリシス（ｈｙｓｔｅｒｅｓｉｓ）特性を有さな
いか、あるいは実質的に有さない。
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【００４９】
　一実施形態によるドメインスイッチング素子１００においては、強誘電性または反強誘
電性を示すことができる物質を使用し、それらに対して反強誘電性が発現されるように、
界面ストレス及び／または結晶相を調節し、反強誘電層１４０を具現している。
【００５０】
　一実施形態によるドメインスイッチング素子１００は、反強誘電層１４０に所定引張り
応力（ｔｅｎｓｉｌｅ　ｓｔｒｅｓｓ）を印加して反強誘電性を誘導するシード層でもっ
て反強誘電層１４０と接する伝導層１５０を具備している。
【００５１】
　伝導層１５０は、伝導性を有し、面抵抗が１ＭΩ／ｓｑｕａｒｅより小さい物質によっ
てもなる。伝導層１５０は、ドメインスイッチング素子１００の製造時の高温熱処理工程
及び冷却過程において、反強誘電層１４０に所定引張り応力を印加することができるよう
に、熱膨脹係数が、反強誘電層１４０で使用される物質の熱膨脹係数より小さい物質によ
ってもなる。伝導層１５０の物質は、熱処理工程後、冷却過程において、反強誘電層１４
０に印加される引張り応力を所定範囲以内にする熱膨脹係数を有する物質としても選択さ
れる。言い換えれば、反強誘電層１４０として使用される物質との熱膨脹係数差が、強誘
電性が誘導される熱膨脹係数差よりは小さい値になるように、伝導層１５０の物質が選択
されうる。例えば、伝導層１５０の熱膨脹係数は、反強誘電層１４０として使用される物
質の熱膨脹係数よりも大きくも小さくもあり、Ｍｏの熱膨脹係数よりは大きい値を有する
ように、伝導層１５０の物質が選択されうる。伝導層１５０物質の熱膨脹係数差は、４×
１０－６～２０×１０－６／Ｋの範囲を有することができる。
【００５２】
　伝導層１５０は、窒化金属（ｍｅｔａｌ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、酸窒化金属（ｍｅｔａｌ
　ｏｘｙｎｉｔｒｉｄｅ）、ＲｕＯ、ＭｏＯまたはＷＯを含んでもよい。
【００５３】
　反強誘電層１４０は、伝導層１５０と隣接した少なくとも一部領域が結晶化された状態
でもあり、正方晶を含んでもよい。反強誘電層１４０は、伝導層との界面領域において、
ＺｒＯの比率が５０％以上でもある。
【００５４】
　バリア層１３０は、チャネル領域ＣＨと反強誘電層１４０との間にも配置される。バリ
ア層１３０は、反強誘電層１４０に接するようにも配置される。
【００５５】
　バリア層１３０は、電気的漏れを抑制または防止するための絶縁層であり、Ｓｉ酸化物
（ＳｉＯ）、Ａｌ酸化物（ＡｌＯ）、Ｈｆ酸化物（ＨｆＯ）、Ｚｒ酸化物（ＺｒＯ）、ま
たは二次元絶縁体（２Ｄ　ｉｎｓｕｌａｔｏｒ）などが使用されうる。該二次元絶縁体と
して、ｈ－ＢＮ（ｈｅｘａｇｏｎａｌ　ｂｏｒｏｎ　ｎｉｔｒｉｄｅ）などの物質が使用
されうる。ただし、バリア層１３０の物質は、それらに限定されるものではない。
【００５６】
　バリア層１３０の誘電定数が高いほど、ドメインスイッチング素子１００の性能向上に
有利である。バリア層１３０は、反強誘電層１４０の降伏電圧（ｂｒｅａｋｄｏｗｎ　ｖ
ｏｌｔａｇｅ）より高い降伏電圧を有する物質によってもなる。
【００５７】
　一実施形態によるドメインスイッチング素子１００は、ネガティブキャパシタンス（ｎ
ｅｇａｔｉｖｅ　ｃａｐａｃｉｔａｎｃｅ）を示し、電場による分極変化において、実質
的にヒステリシスがないか、あるいはほぼない反強誘電層１４０をドメインスイッチング
層として採用しており、動作電圧の低下が可能であり、それにより、素子のスケールダウ
ンに有利である。
【００５８】
　図２は、比較例によるドメインスイッチング素子の概略的な構造を示す断面図である。
図３Ａ及び図３Ｂは、それぞれ比較例によるドメインスイッチング素子に採用される強誘
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電性物質の電荷とエネルギーとの関係、及び電場と分極との関係を概念的に示すグラフで
あり、図４Ａ及び図４Ｂは、一実施形態によるドメインスイッチング素子に採用される反
強誘電性物質の電荷とエネルギーとの関係、及び電場と分極との関係を概念的に示すグラ
フである。
【００５９】
　比較例によるドメインスイッチング素子１０は、チャネル領域ＣＨ、チャネル領域ＣＨ
に連結されたソースＳＲ及びドレインＤＲ、チャネル領域ＣＨと離隔されるように配置さ
れたゲート電極ＧＡ、ゲート電極ＧＡとチャネル領域ＣＨとの間に配置された強誘電層１
４、及び誘電体層１２を含む。
【００６０】
　比較例のドメインスイッチング素子１０は、ドメインスイッチング層として強誘電層１
４を採用する点において、反強誘電層１４０をドメインスイッチングとして採用する本実
施形態のドメインスイッチング素子１００と違いがある。
【００６１】
　比較例のドメインスイッチング素子１０、本実施形態のドメインスイッチング素子１０
０にそれぞれ採用される強誘電性物質及び反強誘電性物質は、いずれも強誘電ドメインを
具備し、ネガティブキャパシタンス、すなわち、負の電気容量を示すことができる。キャ
パシタンス（電気容量）は、ある物質が電荷（ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ｃｈａｒｇｅ）を
保存する能力を示す指標である。実際、ほとんどの電子機器で示される一般的なキャパシ
タ（蓄電器）は、電圧がキャパシタに印加されたとき、電荷を保存するようになる。反対
に、ネガティブキャパシタンスは、印加される電圧が上昇すれば、電荷保存が低下する性
質を意味する。そのような性質は、印加電圧による電気双極子反転によるとも説明される
。ネガティブキャパシタンスは、印加電圧に対する電荷の独特な反応であり、そのような
性質を示す物質がトランジスタに好ましく融合される場合、トランジスタや、トランジス
タを含む機器によって消費する電力を大きく低下させることができる。
【００６２】
　一方、比較例のような構造のドメインスイッチング素子１０の場合、強誘電層１４が示
すヒステリシスにより、性能が制限されてしまう。
【００６３】
　図３Ａは、強誘電性物質の電荷（Ｑ）とエネルギー（Ｕ）との関係、及び２つのエネル
ギー状態での双極子ドメイン（ｄｉｐｏｌｅ　ｄｏｍａｉｎ）の分極分布を例示的に示し
ている。
【００６４】
　図３Ａを参照すれば、強誘電性物質は、分極方向がいずれもの下方向を向くか、あるい
はいずれも上方向を向く２つの縮退（ｄｅｇｅｎｅｒａｔｅ）状態を有する。電荷（Ｑ）
が０であるときは、マルチドメイン形成により、そのような２つの状態が半分ずつ混ざっ
た状態になって印加された電場の方向により、総分極方向は、上または下になり、印加さ
れた電場が消えた後には、ＡまたはＢの状態として残っているようになる。その後の印加
電場に係わる分極変化は、Ａ状態またはＢ状態に依存する履歴を有するようになる。
【００６５】
　図３Ｂのグラフは、電場（Ｅ）と分極（Ｐ）との関係を示しており、グラフを参照すれ
ば、印加された電場がないときの分極（Ｐ）状態（Ａ，Ｂ）により、その後に印加される
電場（Ｅ）による分極（Ｐ）は、異なる値を有するヒステリシスを示す。
　一方、反強誘電性物質の場合、そのようなヒステリシスがほとんど示されない。
【００６６】
　図４Ａの電荷（Ｑ）－エネルギー（Ｕ）グラフを参照すれば、分極方向が上下に反復配
置され、全分極が０である状態（Ｓ）が最も安定した状態になる。その状態において、外
部電場が印加されれば、ドメインがスイッチングされ、ある一方向にさらに多くの双極子
を有する、例えば、Ｃ状態またはＤ状態になる。その状態で印加された電場が消えれば、
また分極が上下に反復配置される状態（Ｓ）に戻り、その後に印加される電場（Ｅ）によ
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る分極（Ｐ）は、以前と同一の変化傾向を示し、ヒステリシスを示さない。そのような傾
向は、印加された電場が小さい範囲において、例えば、印加された電場による状態変化が
図４Ａのグラフ上のＰまたはＱの状態にならない範囲において維持される。
【００６７】
　図４Ｂのグラフは、電場（Ｅ）と分極（Ｐ）との関係を示しており、グラフを参照すれ
ば、印加された電場の値が所定範囲以内であるとき、例えば、点線円で表示された領域範
囲において、電場（Ｅ）による分極（Ｐ）は、ヒステリシスなしに、一定傾向を示す。
【００６８】
　そのように、強誘電性物質は、ドメインスイッチングによるネガティブキャパシタンス
効果を、ヒステリシスがない状況で得ることができる。
【００６９】
　図５及び図６は、ＨｆＺｒＯが、隣接物質層との界面ストレイン関係により、それぞれ
強誘電性、反強誘電性を示すことができるということを実験的に確認したグラフである。
【００７０】
　図５の実験に使用された積層膜は、上からＭｏ／ＨｆＺｒＯ／Ｍｏの順序に積層された
構造を有する。そのような積層構造において、ＨｆＺｒＯ薄膜が示す電場・分極グラフは
、明らかなヒステリシスを示しており、ＨｆＺｒＯが強誘電性を示す状態であるというこ
とが分かる。
【００７１】
　図６の実験に使用された積層膜は、上からＴｉＮ／ＨｆＺｒＯ／Ｍｏの順序に積層され
た構造を有する。そのような積層構造において、ＨｆＺｒＯが示す電場・分極グラフは、
図５に比べ、明らかに低減されたヒステリシスを示している。特に、印加された電場が小
さい範囲において、そのような傾向はさらに明確に示されている。そのような積層構造内
のＨｆＺｒＯには、強誘電相と反強誘電相とが共に存在すると見ることができ、それによ
り、ＴｉＮ／ＨｆＺｒＯ／Ｍｏの構造において、ＨｆＺｒＯが反強誘電性を示すことがで
きるということが分かる。
【００７２】
　そのような傾向は、ＨｆＺｒＯとの隣接層により、ＨｆＺｒＯに印加される応力（ｓｔ
ｒｅｓｓ）によるものであると分析され、すなわち、ＴｉＮとＨｆＺｒＯとの熱膨脹係数
差、及びＭｏとＨｆＺｒＯとの熱膨脹係数差によるものであるとも分析される。
【００７３】
　ＴｉＮとＭｏは、いずれもＨｆＺｒＯより小さい熱膨脹係数を有し、従って、高温熱処
理工程後に冷却するとき、ＨｆＺｒＯに引張り応力を印加することになる。一方、ＴｉＮ
の場合、Ｍｏよりは大きい熱膨脹係数を有し、従って、ＨｆＺｒＯとＴｉＮとの熱膨脹係
数差が、ＨｆＺｒＯとＭｏとの熱膨脹係数差より小さい。言い換えれば、熱処理後の冷却
時、ＴｉＮ／ＨｆＺｒＯ／Ｍｏの構造において、ＨｆＺｒＯに印加される引張り応力が、
Ｍｏ／ＨｆＺｒＯ／Ｍｏの構造において、ＨｆＺｒＯに印加される引張り応力より小さい
。
【００７４】
　Ｈｆ酸化物やＺｒ酸化物は、斜方晶（ｏｒｔｈｏｒｈｏｍｂｉｃ）結晶相において強誘
電性を示し、正方晶（ｔｅｔｒａｇｏｎａｌ）結晶相において反強誘電性を示すと知られ
ている。従って、該実験結果から、ＨｆＺｒＯは、相対的に大きい引張り応力状態におい
て斜方晶（ｏｒｔｈｏｒｈｏｍｂｉｃ）結晶相が形成され、強誘電性を示し、相対的に小
さい引張り応力状態において正方晶（ｔｅｔｒａｇｏｎａｌ）／斜方晶（ｏｒｔｈｏｒｈ
ｏｍｂｉｃ）結晶相が形成され、反強誘電性／強誘電性を示すことができると分析される
。言い換えれば、ＨｆＺｒＯは、隣接層との引張り応力を適切に調節することにより、反
強誘電性を示すことができるということが分かる。
【００７５】
　前述のように、本実施形態によるドメインスイッチング素子１００は、反強誘電性誘導
及びストレス調節のためのシード層として伝導層１５０を具備しており、伝導層１５０の
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熱膨脹係数が、反強誘電層１４０をなす物質との熱膨脹係数との関係において、適切に設
定されるように、伝導層１５０の物質を選択し、反強誘電性を具現することができる。
【００７６】
　図７は、他の実施形態によるドメインスイッチング素子の概略的な構造を示す断面図で
ある。
【００７７】
　図７を参照すれば、ドメインスイッチング素子１０１は、チャネル領域ＣＨ、チャネル
領域ＣＨに連結されたソースＳＲ及びドレインＤＲ、チャネル領域ＣＨと離隔されるよう
に配置されたゲート電極ＧＡ、ゲート電極ＧＡとチャネル領域ＣＨとの間に配置された、
伝導層１５０、反強誘電層１４０及びバリア層１３０を含む。また、バリア層１３０とチ
ャネル領域ＣＨとの間に、誘電体層１２０が設けられる。
【００７８】
　誘電体層１２０は、バリア層１３０と共に、電気的漏れを抑制または防止するための絶
縁層である。誘電体層１２０は、バリア層１３０とは異なる物質を含んでもよい。誘電体
層１２０は、バリア層１３０の誘電定数より小さい誘電定数を有することができる。誘電
体層１２０は、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＨｆＯ、ＺｒＯ、または二次元絶縁体を含んでもよい。
二次元絶縁体として、ｈ－ＢＮのような物質が使用されうる。ただし、誘電体層１２０の
物質は、それらに限定されるものではない。
【００７９】
　図８Ａないし図８Ｇは、実施形態によるドメインスイッチング素子製造方法について説
明する図面である。
　図８Ａを参照すれば、チャネル領域ＣＨを含む基板１１０が設けられる。
【００８０】
　チャネル領域ＣＨは、Ｓｉ、Ｇｅ、ＳｉＧｅ、ＩＩＩ－Ｖ族半導体、酸化物半導体、窒
化物半導体、酸窒化物半導体、二次元物質、遷移金属ジカルコゲナイド、量子ドット及び
有機半導体のうち少なくとも一つを含んでもよい。
【００８１】
　基板１１０上の互いに離隔された２つの領域に不純物を注入し、ソースＳＲ及びドレイ
ンＤＲを形成することができ、ソースＳＲとドレインＤＲとの間の基板１１０領域が、チ
ャネル領域ＣＨとも定義される。ソースＳＲ、ドレインＤＲの形成は、該段階においても
遂行されるが、それに限定されるものではなく、その後の段階においても遂行され得る。
【００８２】
　図８Ｂを参照すれば、チャネル領域上に、ドメインスイッチング層１４２と伝導層１５
０とを含む積層構造を形成する。該積層構造は、誘電体層１２０、バリア層１３０、ドメ
インスイッチング層１４２及び伝導層１５０を含んでもよい。ただし、それらに限定され
るものではなく、誘電体層１２０を省略することも可能である。
【００８３】
　ドメインスイッチング層１４２は、非晶質薄膜層であり、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＳｉＯ、Ａ
ｌＯ、ＣｅＯ、ＹＯ、ＬａＯのうち少なくとも一つを含んでもよく、また、それらのうち
いずれか一つに、Ｓｉ、Ａｌ、Ｚｒ、Ｙ、Ｌａ、Ｇｄ、Ｓｒ、Ｈｆ、Ｃｅのようなドーパ
ントがさらにドーピングされうる。
【００８４】
　伝導層１５０は、ドメインスイッチング１４２に接触し、窒化金属、酸窒化金属、Ｒｕ
Ｏ、ＭｏＯまたはＷＯを含んでもよい。
【００８５】
　伝導層１５０の物質は、熱処理後の冷却過程において、ドメインスイッチング層１４２
に引張り応力を印加するように、また、印加される引張り応力が所定範囲以内になるよう
にも選択されることができる。例えば、伝導層１５０の熱膨脹係数は、ドメインスイッチ
ング層１４２の熱膨脹係数より小さく、Ｍｏの熱膨脹係数よりは大きい値を有するように
、伝導層１５０の物質が選択されうる。



(13) JP 2021-52184 A 2021.4.1

10

20

30

40

50

【００８６】
　バリア層１３０と誘電体層１２０は、ＳｉＯ、ＡｌＯ、ＨｆＯ、ＺｒＯ、ＬａＯ、ＹＯ
、ＭｇＯのうちいずれか一つを含むか、あるいはＳｉＯ、ＡｌＯ、ＨｆＯ、ＺｒＯ、Ｌａ
Ｏ、ＹＯ、ＭｇＯのうちいずれか一つにドーパントがドーピングされた物質、または二次
元絶縁体を含んでもよく、バリア層１３０は、誘電体層１２０より高い誘電定数を有する
物質でもある。
【００８７】
　前記積層構造は、ＡＬＤ（ａｔｏｍｉｃ　ｌａｙｅｒ　ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）、ＣＶ
Ｄ（ｃｈｅｍｉｃａｌ　ｖａｐｏｒ　ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）またはＰＶＤ（ｐｈｙｓｉ
ｃａｌ　ｖａｐｏｒ　ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）などの蒸着工程で形成することができる。
【００８８】
　ドメインスイッチング層１４２は、非晶質薄膜層であり、反強誘電性を示さない状態で
もある。従って、ドメインスイッチング層１４２に反強誘電性を誘導するための追加工程
が遂行されうる。そのような工程は、伝導層１５０と隣接したドメインスイッチング層１
４２の少なくとも一部領域を結晶化する工程でもあり、または、伝導層１５０により、ド
メインスイッチング層１４２に所定引張り応力が印加されるようにする工程でもある。そ
のような工程は、前記積層構造を熱処理（ａｎｎｅａｌｉｎｇ）する工程でもある。その
ための細部段階について述べれば、次の通りである。
【００８９】
　図８Ｃを参照すれば、ドメインスイッチング層１４２に対して熱処理工程を遂行するこ
とができる。熱処理温度は、約４００℃ないし１，２００℃範囲の温度によっても遂行さ
れるが、ただし、それに限定されるものではなく、ドメインスイッチング層１４２及び伝
導層１５０の材質を考慮し、ドメインスイッチング層１４２に適切な引張り応力が印加さ
れる範囲においても定められる。
【００９０】
　そのような熱処理工程により、ドメインスイッチング層１４２の少なくとも一部領域が
結晶化されもする。また、熱処理工程後の冷却過程において、ドメインスイッチング層１
４２に所定引張り応力が印加されうる。そのような過程により、図８Ｄのように、ドメイ
ンスイッチング層１４２は、所定反強誘電性（ＡＦ１）を有することができる。
【００９１】
　図８Ｅを参照すれば、伝導層１５０上に、ゲート電極ＧＡが形成されうる。ゲート電極
ＧＡは、伝導性物質を蒸着することによっても形成される。ゲート電極ＧＡ形成のために
、伝導性物質が、例えば、ＡＬＤ、ＣＶＤまたはＰＶＤのような工程によっても蒸着され
る。
【００９２】
　図８Ｆを参照すれば、ドメインスイッチング層１４２に熱処理工程が遂行されうる。ゲ
ート電極ＧＡが伝導層１５０に接触した状態での熱処理工程は、ドメインスイッチング層
１４２の結晶化をさらに容易にすることができる。そのような熱処理工程は、図８Ｅの熱
処理工程を省略し、代わりに本段階で遂行されるものでもあり、または、図８Ｅの熱処理
工程遂行後、さらに遂行されるものでもある。
【００９３】
　図８Ｇのように、所定反強誘電性（ＡＦ２）を有するドメインスイッチング層１４２を
具備するドメインスイッチング素子１０２が製造されうる。ドメインスイッチング素子１
０２は、誘電体層１２０の有無により、図１のドメインスイッチング素子１００、または
図７のドメインスイッチング素子１０１と実質的に同一でもある。
【００９４】
　一実施形態によるドメインスイッチング素子は、ロジックトランジスタとして、多様な
電子素子、論理素子などにも適用される。該ロジックトランジスタは、多様な電子素子／
論理素子の基本構成要素にもなる。一実施形態によれば、ヒステリシスがほぼないネガテ
ィブキャパシタンスを具現し、サブスレショルドスイング（ＳＳ）のような動作特性を改



(14) JP 2021-52184 A 2021.4.1

10

20

30

40

50

善することができ、制御効率を高めることができ、スケールダウンにも有利なロジックト
ランジスタを具現することができるために、それを適用し、優秀な性能の電子素子／論理
素子を製造することができる。
【００９５】
　図９は、一実施形態による電子素子のアーキテクチャーを概略的に示す概念図である。
　図９を参照すれば、１つのチップ１０００に、メモリユニット１０１０、ＡＬＵ（ａｒ
ｉｔｈｍｅｔｉｃ　ｌｏｇｉｃ　ｕｎｉｔ）１０２０及び制御ユニット１０３０が形成さ
れうる。同一基板上に、メモリユニット１０１０、ＡＬＵ　１０２０及び制御ユニット１
０３０をモノリシック（ｍｏｎｏｌｉｔｈｉｃ）に集積し、チップ１０００を形成するこ
とができる。ＡＬＵ　１０２０及び制御ユニット１０３０それぞれは、前述の実施形態の
うちいずれか一つによるドメインスイッチング素子１００，１０１，１０２を含むロジッ
クトランジスタを含んでもよい。例えば、該ロジックトランジスタは、反強誘電性を有し
、実質的に非履歴挙動特性を有するドメインスイッチング層を含んでもよい。メモリユニ
ット１０１０は、メモリ素子を含んでもよい。例えば、前記メモリ素子は、強誘電ドメイ
ンを含みながら、履歴挙動特性を有するドメイン層を含んでもよい。メモリユニット１０
１０、ＡＬＵ　１０２０及び制御ユニット１０３０は、オンチップ（ｏｎ－ｃｈｉｐ）に
おいて、メタルラインで相互連結され、直接通信することができる。メモリユニット１０
１０は、メインメモリ及びキャッシュメモリをいずれも含んでもよい。そのようなチップ
１０００は、オンチップメモリ処理ユニット（ｏｎ－ｃｈｉｐ　ｍｅｍｏｒｙ　ｐｒｏｃ
ｅｓｓｉｎｇ　ｕｎｉｔ）と言える。チップ１０００と連結された入出力素子２０００が
さらに具備されうる。
【００９６】
　そのような電子素子は、１つのチップに、メモリユニットとロジック素子ユニットとを
共に集積して製造することができるために、コスト側面で有利である。また、メモリユニ
ットとロジック素子ユニットとの間において、データ伝送量が多く、データ伝送が連続し
てなされる応用分野、例えば、ニューロモーフィック素子（ｎｅｕｒｏｍｏｒｐｈｉｃ　
ｄｅｖｉｃｅ）分野において、本実施形態の電子素子を適用すれば、効率向上、速度向上
、電力消耗低減のような多様な効果を得ることができる。ニューロモーフィック素子の基
本的な構成及び動作方式は、周知のところであるために、それに係わる詳細な説明は、排
除する。
【００９７】
　場合により、本実施形態による電子素子は、１つのチップにおいて、サブユニット（ｓ
ｕｂ－ｕｎｉｔｓ）の区分なしに、コンピューティング単位素子とメモリ単位素子とが相
互隣接して形成されるアーキテクチャによっても具現される。
【００９８】
　図１０は、他の実施形態による電子素子のアーキテクチャを概略的に示す概念図である
。
【００９９】
　図１０を参照すれば、ＣＰＵチップ１５００は、キャッシュメモリ１５１０、ＡＬＵ　
１５２０及び制御ユニット１５３０を含んでもよい。ＡＬＵ　１５２０及び制御ユニット
１５３０のそれぞれは、前述の実施形態のうちいずれか一つによるドメインスイッチング
素子１００，１０１，１０２を含むロジックトランジスタを含んでもよい。例えば、該ロ
ジックトランジスタは、反強誘電性を示し、実質的に非履歴挙動特性を有するドメインス
イッチング層を含んでもよい。
【０１００】
　ＣＰＵチップ１５００と別個に、メインメモリ１６００及び補助ストレージ１７００が
具備され、入出力素子２５００が具備されてもよい。例えば、キャッシュメモリ１５１０
は、ＳＲＡＭ（ｓｔａｔｉｃ　ｒａｎｄｏｍ　ａｃｃｅｓｓ　ｍｅｍｏｒｙ）によっても
構成され、メインメモリ１６００は、ＤＲＡＭ（ｄｙｎａｍｉｃ　ｒａｎｄｏｍ　ａｃｃ
ｅｓｓ　ｍｅｍｏｒｙ）によっても構成される。
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【０１０１】
　前述の説明で多くの事項が具体的に記載されているが、それらは、発明の範囲を限定す
るものとするよりも、具体的な実施形態の例示として解釈されなければならない。例えば
、本発明が属する技術分野で当業者であるならば、図１ないし図７のドメインスイッチン
グ素子、及び図９、図１０の電子素子の構成は、多様にも変形されるということが分かる
であろう。また、図８Ａないし図８Ｇを参照して説明したドメインスイッチング素子の製
造方法も、多様にも変形されるということが分かるであろう。従って、開示された実施形
態は、限定的な観点ではなく、説明的な観点から考慮されなければならない。本明細書の
範囲は、前述の説明ではなく、特許請求の範囲に示されており、それと同等な範囲内にあ
る全ての差異は、含まれていると解釈されなければならないのである。
【符号の説明】
【０１０２】
　１００，１０１，１０２　　　　ドメインスイッチング素子
　１１０　　　　基板
　１２０　　　　誘電体層
　１３０　　　　バリア層
　１４０　　　　反強誘電層
　１４２　　　　ドメインスイッチング層
　ＣＨ　　　　チャネル領域
　ＤＲ　　　　ドレイン
　ＧＡ　　　　ゲート電極
　ＳＲ　　　　ソース

【図１】

【図２】

【図３Ａ】
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【図３Ｂ】 【図４Ａ】

【図４Ｂ】 【図５】
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【図６】 【図７】

【図８Ａ】

【図８Ｂ】

【図８Ｃ】

【図８Ｄ】

【図８Ｅ】
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【図８Ｆ】 【図８Ｇ】

【図９】 【図１０】
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